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令和２年（行ウ）第１６号 公文書一部不開示決定取消等請求事件 

令和５年３月２４日 大津地方裁判所民事部判決 

 

主        文 

１ 滋賀県知事が、平成３０年１月１１日付けで原告に対してした別紙１記載の公5 

文書についての公文書一部公開決定（滋健寿第５４号）のうち、別紙３の判断欄

において公開する旨特定した情報を公開しないとした部分を取り消す。 

２ 滋賀県知事が、平成３０年４月２５日付けで原告に対してした別紙２記載の公

文書についての公文書一部公開決定（滋健寿第５９１号）のうち、別紙４の判断

欄において公開する旨特定した情報を公開しないとした部分を取り消す。 10 

３ 滋賀県知事は、原告に対し、第１項及び第２項の各取消部分に係る情報を公開

する旨の決定をせよ。 

４ 本件訴えのうち、第１項及び第２項の各取消部分以外の情報の公開の義務付け

を求める部分をいずれも却下する。 

５ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 15 

６ 訴訟費用は、これを５分し、その１を原告の負担とし、その余を被告の負担と

する。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 滋賀県知事が、平成３０年１月１１日付けで原告に対してした別紙１記載の公20 

文書についての公文書一部公開決定（滋健寿第５４号）のうち、別紙１記載の各

「非公開部分」の情報を公開しないとした部分を取り消す。 

 ２ 滋賀県知事は、原告に対し、前項の各「非公開部分」の情報を公開する旨の決

定をせよ。 

３ 滋賀県知事が、平成３０年４月２５日付けで原告に対してした別紙２記載の公25 

文書についての公文書一部公開決定（滋健寿第５９１号）のうち、別紙２記載の
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各「非公開部分」の情報を公開しないとした部分を取り消す。 

 ４ 滋賀県知事は、原告に対し、前項の各「非公開部分」の情報を公開する旨の決

定をせよ。 

 ５ 滋賀県知事が、令和２年２月１２日付けで原告に対してした裁決（滋健福政第

１５０号）のうち、審査請求を棄却した部分を取り消す。 5 

 ６ 滋賀県知事が、令和２年２月１２日付けで原告に対してした裁決（滋健福政第

１５４号）のうち、審査請求を棄却した部分を取り消す。 

第２ 事案の概要等 

本件は、新聞記者である原告が、滋賀県知事に対し、滋賀県情報公開条例に基

づき、「優生保護審査会の審議録や審査会に提出された文書（申請書、検診録な10 

ど）一式。優生保護法第４条に基づく手術にかかる国費請求のための会計資料な

ど一式。手術実態が分かる優生手術台帳のようなもの。」を対象とする情報公開

請求をしたところ、同知事は、情報公開審査会等の答申に反する一部公開の決定

をしたが、その判断及び手続に違法があるとして、一部公開決定の一部取消及び

その取消部分に係る公開の義務付け、並びに、審査請求を棄却した裁決の取消し15 

を求める事案である。 

１ 前提事実（争いのない事実並びに後掲各証拠及び弁論の全趣旨によって認めら

れる事実） 

 ⑴ 条例の定め 

   本件に関連する滋賀県情報公開条例（以下「本件条例」という。）の規定は、20 

別紙５のとおりである。 

 ⑵ 当事者 

   原告は、本件条例に基づき、公文書の公開請求をした者であり、新聞記者で

ある。 

   処分行政庁は、本件条例に基づく公文書の公開に係る実施機関である。 25 

  ⑶ 優生保護法（平成８年法律第１０５号による改正前のもの。以下「旧優生保
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護法」という。）について 

    旧優生保護法は、優生上の見地から、不良な子孫の出生を防止するとともに、

母性の生命健康を保護することを目的として、対象者の生殖を不能にする優生

手術をなし得ることについて定めていた。 

 具体的には、同法は、対象者本人とその配偶者の同意がある場合の優生手術5 

に加え、医師が、診断の結果、対象者が同法所定の疾病にり患していると確認

し、その疾患の遺伝を防止するために優生手術を行うことが公益上必要である

と認めたときや、医師が、遺伝性のもの以外の精神病や精神薄弱に係る対象者

について、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に定める保護者の同意が

あったときに、都道府県優生保護審査会に審査を申請し、同審査会が優生手術10 

の実施を適当と認める決定をした場合の優生手術の実施について定めており、

同法施行規則は、その術式として、精管切除結さつ法、精管離断変位法、卵管

圧ざ結さつ法、卵管間質部けい状切除法を定めていた。 

旧優生保護法は、上記のように、特定の疾病や障害を有することなどを理由

に対象者に優生手術を受けさせるという重大な人権侵害を内容とするものであ15 

り、平成８年に、その内容を全面的に改める優生保護法の一部を改正する法律

（同年法律第１０５号）が成立し、施行されている。 

⑷ 情報公開手続の経緯 

   ア 原告は、平成２９年１２月５日、本件条例５条 1項に基づき、滋賀県知事

に対し、「優生保護審査会の審議録や審査会に提出された文書（申請書、検20 

診録など）一式。優生保護法第４条に基づく手術にかかる国費請求のための

会計資料など一式。手術実態が分かる優生手術台帳のようなもの。」（以下

「本件公文書」という。）に関する情報公開請求をした。 

   イ 滋賀県知事は、原告に対し、平成３０年１月１１日付けで、対象公文書を

「優生保護審査会の審議録や審査会の提出文書」と特定した上、手術対象者25 

の住所、氏名、発病後の経過、遺伝関係及び家族構成や、申請者である医師
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や同意者などに関しては本件条例６条１号に基づき公開しないとして、その

部分を除く公開を内容とする一部公開決定をした（甲１）。 

また、滋賀県知事は、原告に対し、同年４月２５日付けで、対象公文書を

「優生手術交付金関係」として１２種類の公文書を特定した上、上記と同様

の判断を内容とする一部公開決定をした（甲１３。以下、これらの一部公開決5 

定を「原決定」という。）。 

   ウ 原告は、原決定を不服として、滋賀県知事に対し、行政不服審査法２条に

基づく審査請求をした。 

     滋賀県知事は、本件条例に基づき、滋賀県公文書管理・情報公開・個人情

報保護審議会（平成３１年の本件条例の改正前は滋賀県情報公開審査会。以10 

下、単に「審議会」という。）に対する諮問をした。 

     これに対し、審議会は、令和元年８月２８日、滋賀県知事に対し、手術対

象者の氏名、本籍地、住居所、生年月日のうち月日、申請した医師に関する

情報を除くその余の情報については、いずれも公開するべきであるとする旨

の答申（以下「本件答申」という。）をした（甲１１、２１）。 15 

     しかし、滋賀県知事は、本件答申を踏まえ、滋賀県優生保護審査会委員に

関する情報は公開することに改めるが、その余の情報について、本件答申に

基づく公開をすることは適当でないとして、令和２年２月１２日、上記の限

りで公開の範囲を改めるに止める内容の裁決をした（甲１２、２２。以下「本

件裁決」といい、原決定と合わせて「本件原処分」という。）。 20 

     そして、原告に対し、本件裁決に基づく墨塗りをした形で、本件公文書の

開示を行った（甲２３、２４）。 

  ⑸ 本件訴えの提起 

    原告は、令和２年８月７日、本件訴えを提起した。 

  ⑹ 本件公文書の概要 25 
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    本件公文書は、いずれも、滋賀県優生保護審査会における審議録や審査会

に提出された文書（申請書、検診録など）及び旧優生保護法に基づく手術に

係る国費請求のための会計資料等を内容とするものにして、昭和４３年から

昭和５２年頃にかけて作成されたものであり、具体的には以下の各文書であ

る（甲１、１３、２３、２４）。 5 

   ア 対象者等の一覧表（別紙１ｐ７、５９、別紙２ｐ１４０、１６７） 

    複数名の対象者に係る情報の一覧表であり、手術対象者の住所、居所、氏

名、年齢ないしは生年月日、性別及び法該当区分ないしは申請区分、承諾者

（同意者、保護義務者）の住所、氏名及び続柄、申請医師の氏名や病院名、

経由保健所、予定指定手術実施医師などが記載されている。 10 

これらの情報のうち、手術対象者の性別、法該当区分、経由保健所について

は本件原処分で公開がされている。 

   イ 「優生手術審査対象者」（別紙１ｐ８～１１、６０、８４、８５、１１５～

１１７、別紙２ｐ１３９、１４２、１６６） 

個々の対象者に関する様々な情報がまとめられた資料である。同資料に 15 

は、① 手術対象者の本籍、住所、居所、氏名、生年月日、性別、既婚未婚の

区別といった、対象者の特定ないしは属性に関する情報（以下、これらの類型

の情報を「本件対象者情報」という。）、② 手術対象者の出生の経緯、発育状

況、学歴、知能の程度、性格や行動傾向、非行歴、職業や就労の状況、異性関

係、婚姻歴、妊娠や出産の状況、発病後の具体的な行動、治療経過等といった、20 

生活歴や病歴に関する情報（以下、これらの類型の情報を「本件生活歴等情

報」という。）、③ 手術対象者に係る家系図、親族に精神疾患にり患した者が

いるか、当該親族の状況等といった、遺伝に関する情報（以下、これらの類型

の情報を「本件遺伝情報」という。）、④ 優生手術について親族等の意向に関

する情報（以下「本件意向聴取情報」という。）、⑤ 例えば、「本人がり患し25 

ている（病名）の遺伝を防止するため」などの申請事由と法該当区分、診断医
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師や申請医師（旧優生保護法４条に基づき、診断結果を踏まえて、都道府県優

生保護審査会に優生手術の適否の審査申請をするよう義務付けられた医師）

といった、申請や診断に関する情報（以下、これらの類型の情報を「本件手続

関係情報」という。）が記載されている。 

これらの情報のうち、手術対象者の性別、既婚未婚の区別、申請事由（もっ5 

とも別紙１ｐ６０、８４、８５、１１５は除く）と法該当区分、病名について

は本件原処分で公開がされている。 

    ウ 「優生手術申請書」（別紙１ｐ１２、１６、２０、２４、６１、６２、８８、

９１、９４、１１９、別紙２ｐ１５９、１９８） 

申請医師や保健所長が、滋賀県優生保護審査会に提出した手術申請書であ10 

る。同申請書には、本件対象者情報に加え、本件手続関係情報が記載されてお

り、１枚の用紙に、後記エの健康診断書や後記カの遺伝調査書が合わせて記載

されているものもある。 

これらの情報のうち、手術対象者の性別、申請理由(もっとも別紙２ｐ１５ 

９、１９８は除く)、申請医師の診療科名、法該当区分、申請日については本15 

件原処分で公開がされている。 

   エ 「健康診断書」（別紙１ｐ１３、１７、２１、２５、６３、８９、９５、１

２０、別紙２ｐ１５９、１９８） 

医師が作成した手術対象者に関する診断書である。この診断書には、本件

対象者情報と病名に加え、本件生活歴等情報や本件手続関係情報が記載され20 

ており、１枚の用紙に、上記ウの優生手術申請書や後記カの遺伝調査書が合

わせて記載されているものもある。 

これらの情報のうち、手術対象者の性別、病名、診断日については本件原処

分で公開がされている。 

   オ 「優生手術該当者調査書」（別紙１ｐ１５、１９、２３、２７、６５、８７、25 

９２、９３、別紙２ｐ１５８、１６２、２００） 
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     個々の対象者に関する様々な情報がまとめられた資料である。同資料には、

本件対象者情報、本件生活歴等情報、本件遺伝情報、本件意向聴取情報（手

術対象者の家族が、申請に至った動機や、手術対象者の今後についてどのよ

うに考えているかの記載を含む。）が記載されている。 

     これらの情報のうち、手術対象者の性別、既婚未婚の区別、各情報を確認5 

した手術対象者の家族の続柄等については本件原処分で公開がされている。 

   カ 「遺伝調査書」（別紙１ｐ１３、１７、２１、２５、６３、８９、９５、別

紙２ｐ１５９、１９８） 

     医師が作成した手術対象者に関する遺伝を確認した書面である。同書面に

は、本件対象者情報と病名に加え、本件遺伝情報が記載されており、１枚の10 

用紙に、前記ウの優生手術申請書や前記エの健康診断書が合わせて記載され

ているものもある。 

     これらの情報のうち、手術対象者の病名、調査年月日については本件原処

分で公開がされている。 

   キ 「優生手術の実施について」（別紙１ｐ４１、６９～７４、７７、１０１～15 

１１０、１３４、１３５、別紙２ｐ１７７、１９７） 

     滋賀県厚生部長が、保健所長、指定医師、手術対象者やその保護義務者に

宛てて、決定された優生手術の実施について通知する文書ないしはその文書

案である。同書面には、手術対象者の氏名と、医療機関名や医師の氏名とい

った本件手続関係情報が記載されている。 20 

     同書面に記載された上記の各固有名詞については、本件原処分で公開され

ていない。 

  ク 「優生手術適否決定書」及び回議書等（別紙１ｐ４２、４３、５３～５６、

８２、８３、９７、１１２、１３７、別紙２ｐ１４１、１４３、１５４、１

５５、１６８） 25 

    滋賀県優生保護審査会が作成した審査結果決定書や、その決裁過程で作成
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された回議書等である。これらの文書には、本件対象者情報や本件手続関係

情報が記載されている。 

    同決定書に記載された上記の各固有名詞については、本件原処分で公開さ

れていない。 

   ケ 「優生手術中止届」（別紙１ｐ８０） 5 

     医師が滋賀県優生保護審査会に提出した書面である。同書面には、手術対

象者の氏名、本件手続関係情報が記載されている。 

     同書面に記載された上記の各固有名詞については、本件原処分で公開され

ていない。 

   コ 「同意書」（別紙１ｐ１２１） 10 

     手術対象者の保護者が記載した同意書である。当該同意書には、本件対象

者情報や当該保護者の住所氏名等が記載されている。 

     当該同意書に記載された内容は、日付と保護者の続柄を除き、本件原処分

で公開されていない。 

   サ 「判定書」等（別紙１ｐ１２２～１２９） 15 

     滋賀県立精神薄弱者更生相談所長が作成した判定書等一式である。これら

の文書には、本件対象者情報、本件生活歴等情報、本件遺伝情報が記載され

ている。 

     これらの文書に記載された内容は、手術対象者の性別と判定日を除き、本

件原処分で公開されていない。 20 

   シ 申請を促す文書等（別紙２ｐ１１８～１２７、１９５、１９６） 

     滋賀県厚生部長が、医療機関に対し、当該医療機関における優生手術の対

象者について、所定の申請を行うよう促す文書や、手術の実施について確認

を求める文書ないしその文書案である。これらの文書には、本件対象者情報

や本件手続関係情報が記載されている。 25 

     これらの文書に記載された当該医療機関名等や手術対象者に関する情報
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は、本件原処分で公開されていない。 

   ス 「請求書」、「診療報酬請求明細書」、「優生手術費交付金個人別支出明細書」

「優生手術実施計画書」「旅費請求書」（別紙２ｐ５５、６９、７０、９３、

９９、１５０～１５２、１８７、１９１、１９２、１９４） 

     優生手術の実施に伴う費用（委託料）の精算に関連して作成された文書で5 

ある。これらの文書には、本件対象者情報、病名、本件手続関係情報が記載

されている。 

     これらの文書に記載された内容は、手術対象者の性別、病名、診療開始日、

入院日、手術料等の金額等を除き、本件原処分で公開されていない。 

   セ 予備調査に関する資料（別紙２ｐ２０４） 10 

     優生手術の対象者として調査推奨を必要とする者の情報が記載された文

書である。同文書には、本件対象者情報や病名、本件手続関係情報が記載さ

れている。 

     同文書に記載された内容のうち、手術対象者の性別、病名、保護者の続柄、

費用負担区分については本件原処分で公開がされている。 15 

 ２ 争点 

  ⑴ 非公開情報該当性（争点１） 

  ⑵ 審査請求手続に手続上の違法があったか（争点２） 

  ⑶ 本件裁決に手続上の違法があったか（争点３） 

 ３ 争点に関する当事者の主張 20 

  ⑴ 争点１（非公開情報該当性）について 

    本件公文書における非公開部分中、本件請求に係る部分に記載された情報が

本件条例に定める非公開情報に該当するかについて、当事者双方は、要旨、別

紙３及び４のとおり主張しているところ、その内容を、情報の類型毎に要約す

ると、以下のとおりである。 25 

   ア 本件対象者情報のうち、手術対象者の年齢や生年月日のうちの生年に関す
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る情報（以下「年齢情報」という。）について 

   【被告の主張】 

手術対象者については、経由保健所、病名、家系図の線、家族の続柄が公開

されている。また、昭和４０年代における地域社会の人間関係は濃密であっ

た。そうすると、これらの既公開の情報に、近親者や近隣住民らが知っている5 

情報を加えることによって対象者が数名に絞り込まれるといえるところ、さ

らに、手術対象者の年齢や生年まで公開すると、手術対象者の特定が可能に

なってしまう。 

したがって、年齢情報は、本件条例６条１号前段（以下、その規定に該当す

る情報を「個人識別情報」という。）に当たる。 10 

【原告の主張】 

そもそも当該病名の者の正確な人数が分からない中で、被告の主張する既

公開情報によって対象者の絞込みができるといえない。近親者や近隣住民ら

がいかなる既知情報と照合して対象者の識別ができるのかも不明である。 

したがって、年齢情報が、個人識別情報に該当するとはいえない。 15 

イ 本件生活歴等情報について 

【被告の主張】 

  これらの情報は、具体性が高く、手術対象者の特定につながる情報である。

また、昭和４０年代における地域社会の人間関係は濃密であった。本件生活

歴等情報が公開され、近親者や近隣住民らが知っている情報を加えると、手20 

術対象者の特定が可能になってしまう。また、本件生活歴等情報は、その者

がどのような人生を送ってきたかを示すものであり、人格と結びついている

情報であるし、病状等に関する情報も、診療録と同様に、プライバシーに属

するものである。さらに、手術対象者が性産業に関する就労をしていた場合

におけるその情報や、手術対象者の異性関係等に関する情報については、手25 

術対象者にとって他人に知られたくないプライバシーに属するものといえる。 
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  したがって、本件生活歴等情報は、個人識別情報であるとともに、本件条

例６条１号後段（以下、その規定に該当する情報を「利益侵害情報」という。）

に当たるものというべきである。 

  原告は、本件生活歴等情報が、人の生命、健康、生活又は財産を保護する

ため、公にすることが必要なものとして、本件条例６条１号イ（以下、その5 

規定に該当する情報を「生命等保護情報」という。）に当たるとするが、優生

手術を受けた者に対して適切な措置を講じることが、上記の規定の要件に当

たるとはいえない。 

【原告の主張】 

  原告は、年齢情報以外の本件対象者情報の公開を求めていない。近親者や10 

近隣住民らがいかなる既知情報と照合して対象者の識別ができるのかも不明

である。 

  したがって、職業情報が、個人識別情報に該当するとはいえないし、個人

の識別ができない以上、利益侵害情報に当たるということもできない。なお、

本件において、本件生活歴等情報は、優生手術がされるに至った経緯を知る15 

上で貴重な情報であり、行政庁が負うべき説明責任に関わる情報であるから、

上記のように個人の識別が容易にできないものである以上、非公開情報とす

るべき要保護性は少ないと解するべきである。現に、同種の情報を公開した

他の自治体において、具体的な弊害が生じたという事情もない。 

  仮に、本件生活歴等情報が、個人識別情報や利益侵害情報に当たるとして20 

も、優生手術対象者に優生手術がされた経緯を明らかにした上で、当該対象

者に必要な被害回復をしなければならないことや、優生手術に関する記録の

多くが残存しておらず、当該対象者自身に優生手術を受けた自覚がない場合

や、偏見をおそれて情報公開請求ができない場合があることを踏まえると、

本件生活歴等情報は、生命等保護情報というべきである。 25 

   ウ 本件遺伝情報について 
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   【被告の主張】 

     本件では、既に家系図の線や家族の続柄が公開されているため、これに加

えて親族に関わる遺伝情報が公開されると、特定の疾患を有する家族関係そ

れ自体から個人の識別が可能になってしまう。 

     また、遺伝情報が、高度なプライバシーにわたる情報であることは明らか5 

である。 

     したがって、本件遺伝情報は、個人識別情報であるとともに、利益侵害情

報に当たる。 

   【原告の主張】 

     上記イにおける原告の主張と同旨 10 

   エ 本件意向聴取情報について 

   【被告の主張】 

     優生手術について親族等の意向を確認した情報は、当該親族等の内心や人

格と深く関わるものである。 

     したがって、本件意向聴取情報は、利益侵害情報に当たる。 15 

   【原告の主張】 

     上記イにおける原告の主張と同旨 

   オ 本件手続関係情報のうち、医師や医療機関名に関する情報（以下「医療機

関情報」という。）について 

   【被告の主張】 20 

申請医師は、精神科医及び小児科医であり、指定医師は、外科医及び産婦人

科医である。滋賀県内の各地域における、昭和４０年代のこれらの診療科の

医師数からすれば、医療機関名が公開されれば、当該医師を１名から数名程

度に絞り込むことが可能であり、他の情報と照合すれば、特定の医師個人を

識別することが可能となる。そして、医師個人の名を公にする慣行はなく、公25 

にする予定もなかったから、本件条例６条１号アの例外に当たる情報（以下、
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その規定に該当する情報を「公開慣行情報」という。）ではない。 

また、医療機関名が公開されると、人権侵害をした医療機関として、社会的

評価が低下したり、円滑な事業運営が損なわれたりするおそれがある。 

したがって、医療機関情報は、個人識別情報であるとともに、本件条例６条

２号ア又は６号オに当たる情報（以下、その規定に該当する情報を「法人利益5 

侵害情報」という。）に当たるものというべきである。 

   【原告の主張】 

    精神科医や外科医等が多数存在している上、既に相当長期間が経過している

ことからすれば、医療機関名の公開をもって、当該医師を識別することは困難

である。また、指定医師らが、公益的な立場から優生手術に携わり、手術をし10 

ていたことや、適正手続の保障という観点から公開されるべきことからすれば、

医師の特定がされるとしても、公開慣行情報であるというべきである。 

    また、当該医療機関は、公益的な立場から優生手術に携わったにすぎず、旧

優生保護法の施行に伴う責任は行政庁が負うべきことからすれば、公開によっ

て当該医療機関が誹謗中傷等を受けるおそれがあるとはいえないし、仮に優生15 

手術の実施について厳しい評価を受けるとしても、それを防ぐことが法人の正

当な利益として守られるべきものとはいえない。 

  ⑵ 争点２（審査請求手続に手続上の違法があったか）について 

  【原告の主張】 

    原告は、本件審査請求において、行政不服審査法３１条に定める口頭意見陳20 

述の機会が与えられなかった。確かに、原告は、口頭意見陳述の機会を設ける

よう申立てをしなかったが、それはその申立てができることに関する通知がな

かったためであり、審査庁ないし審理員には、その通知をするべき義務があっ

たというべきである。 

    したがって、本件審査請求には、上記の義務に反した違法がある。 25 

  【被告の主張】 
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    行政不服審査法上、審査請求人に対し、口頭意見陳述の手続の存在を通知し

なければならないとの定めはない。 

  ⑶ 争点３（本件裁決に手続上の違法があったか）について 

  【原告の主張】 

    本件条例は、公文書の原則公開を定め、かつ、審議会に対する諮問をした場5 

合の答申尊重義務を定めている。 

    しかし、処分行政庁は、本件における公開請求に係る情報について、審議会

が公開を相当とする答申をしたにもかかわらず、正当な理由がないのに約６か

月も判断を遅滞させた上、答申に反し、非公開とする本件裁決をした。 

    また、仮に、処分行政庁が、答申と異なる裁決をするのであれば、行政不服10 

審査法５０条１項４号に基づき、そのような裁決をした理由を明らかにしなけ

ればならないが、処分行政庁は、申請を促す文書（前提事実⑹シに係る別紙２

ｐ１１８～１２７の文書）を非公開とするに際し、その理由を示さなかった。 

  【被告の主張】 

    審議会の答申を尊重するとしても、その答申に拘束力がなく、合理的な理由15 

があれば異なる内容の裁決ができることは明らかであるから、本件裁決が答申

と異なる点を捉えて違法とはいえないし、裁決に６０日を超える時間を要した

点が直ちに違法となるものでもない。 

    また、処分行政庁は、当該申請を促す文書を非公開とした理由を裁決で明ら

かにしている。 20 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 争点１（非公開情報該当性）について 

  ⑴ 年齢情報について 

   ア 被告は、手術対象者に関する年齢情報は、個人識別情報に該当するため公

開ができない旨主張する。 25 

     まず、本件条例は、個人に関する情報であって、特定の個人を識別するこ
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とができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別するこ

とができることとなるものを含む。）については、そのような事情があるこ

との一事をもって、公開の対象外としている。そして、行政庁である実施機

関が保有する情報には、個人のプライバシーをはじめとする様々な権利利益

に関する広範なものが含まれていることからすると、上記のような除外規定5 

が定められていることは、立法政策上合理的なものというべきである。 

     その上で、手術対象者に関する年齢情報であるが、個人を特定する住所や

氏名が不明であることを前提に、ある個人の年齢ないし生年だけが明らかに

されたとしても、その個人を特定することは通常不可能である。仮に、その

個人が居住している集落であるとか、在籍している職場や学校などといった、10 

対象者の範囲を大きく限定する情報が明らかになっているのであれば、これ

らの情報と照合することによって、その個人の特定が可能となる場合がある

といえようが、そのような特段の事情があることはあくまで例外的な場合で

あるといえる。 

     そして、本件において、かかる特段の事情があると認めるに足りる証拠は15 

ない。 

   イ この点、被告は、手術対象者について、存在する親族の続柄や家系図の線

が公開されている事情があることを指摘する。しかし、これらの情報は、通

常、それ自体が特徴的な内容を伴うものといえず、個人を特定する住所や氏

名が不明であることを前提に、存在する親族の続柄や家系図の線だけが明ら20 

かになったとしても、特定の個人の識別は不可能というほかないから、同事

情は、上記アの特段の事情の存在を基礎付けるものといえない。 

     また、被告は、手術対象者について、管轄保健所が公開されており、例え

ば、昭和４５年度の彦根保健所管内で、精神病、精神神経症及び人格異常に

よって受療していた２０歳女性の者が５名に止まる（乙Ｃ１及び２）といっ25 

た事情があることを指摘する。しかし、上記の彦根保健所管内の事例を前提
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に検討するとしても、当時、同管内にいたこれらの精神疾患の症状を呈して

いる者が、医療機関において受療中であったのか、いかなる診断を受けてい

たのか、管轄保健所はその者をどのような情報をもって把握していたのかな

どを通常知ることはできず、暗数となる症例数が一定程度存在することを考

えると、公開された年齢情報を根拠に、その者が上記５名に含まれると容易5 

に判断することはできないし、その者が上記５名に含まれると仮定しても、

同じ条件の者が５名存在していて、対象者の識別まではできないことになる

のであるから、かかる事情が、上記アの特段の事情の存在を基礎付けるもの

ということはできない。 

     そして、他に、上記アの特段の事情が存在していることを具体的に基礎付10 

ける事情があると認めるに足りる証拠はない。 

   ウ したがって、手術対象者に関する年齢情報が個人識別情報に当たるとする

被告の主張を採用することはできない。 

  ⑵ 本件生活歴等情報について 

   ア 本件公文書には、手術対象者に関する本件生活歴等情報として、前提事実15 

⑹イのとおり、出生の経緯、発育状況、学歴、知能の程度、性格や行動傾向、

非行歴や犯罪歴、職業や就労の状況、異性関係、婚姻歴、妊娠や出産の状況、

発病後の具体的な行動、治療経過等、生活歴や病歴に関する様々な内容が記

録されている。 

   イ まず、被告は、手術対象者に関する本件生活歴等情報は、個人識別情報に20 

該当するため公開ができない旨主張する。 

この点、手術対象者の住所や氏名が明らかにされないことを前提にすると

しても、手術対象者の職業や就労の状況に関する情報については、その情報

が、会社員、団体職員、農林漁業従事者といった抽象的な内容に止まるもの

とは限られず、記録されている職業の種類、就労開始時期や就労に至った経25 

緯といった記録内容によっては、当該管轄保健所内における対象者の範囲が
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大きく限定されてしまう場合があるといえる。また、一般的に、職業に関す

る情報は、家族間に止まらず、就労上関わりを持つ不特定多数の第三者と共

有されるものであるといえる。これらの点を考慮すると、特定の管轄保健所

内に存在しているある特定の職業に従事している者にして、ある特定の年齢

の者（年齢情報の公開を前提とする。）という情報から、個人が特定される場5 

合があることは否定できないというべきである。他方、職業や就労の状況を

除くその余の本件生活歴等情報については、手術対象者の住所や氏名が明ら

かにされないことを前提にすると、それらの情報をもって当該管轄保健所内

における対象者の範囲を限定することが容易ではない上、それらの情報が、

通常、職業に関する情報のように不特定多数の第三者と共有されるものとま10 

でいえないことを考慮すると、特定の個人を識別させるものとまでいうこと

はできない。なお、非行歴や犯罪歴は、確かに、その内容が地域社会におい

て知られた犯罪行為に関するものといった事情がある場合は、それ自体が個

人の特定につながる情報といえるのであるが、そのような事情がないのであ

れば、対象者の住所や氏名が不明である以上、容易に個人の特定につながる15 

情報であるとまでいうことはできない。そして、本件において、上記の事情

があるという主張はないし、上記の事情があると認めるに足りる証拠もない。

したがって、対象者の住所や氏名を明らかにしない公開を前提とする本件に

おいて、非行歴や犯罪歴に関する記載が、個人識別情報に当たるということ

はできない。 20 

これに対し、被告は、昭和４０年代前後の滋賀県においては、県民の多くが

農業に従事し、冠婚葬祭の際などに多くの人が集まり、自治会やお祭りとい

った地域社会における活動が盛んであったから、本件生活歴等情報は個人識

別情報に当たる旨主張する。しかし、被告が主張するようないわば濃密な人

間関係があったことを前提にするとしても、年齢情報について検討したのと25 

同様に、手術対象者の住所や氏名、職業や就労の状況に関する情報が公開さ



18 

 

れていない前提の下で、当該情報のみから特定の個人が識別されることにな

るといえるだけの特段の事情があると認めるに足りる証拠はないから、その

主張を採用することはできない。 

他方、原告は、職業や就労の状況に関する情報が公開されたとしても、断

片的にして抽象的な情報であり、約５０年が経過している現時点で対象者を5 

識別することは不可能である旨主張する。しかし、上記説示のとおり、職業

や就労の状況如何によっては、既公開の情報と合わせて一定の個人が特定さ

れる場合があることは否定できないというべきであるから、その主張を採用

することはできない。 

したがって、本件生活歴等情報のうち、職業及び就労の状況に関する情報10 

については、個人識別情報に当たるが、その余の情報は、個人識別情報に当

たらないといえる。 

   ウ 次に、被告は、手術対象者に関する本件生活歴等情報は、利益侵害情報に

該当するため公開ができない旨主張する。 

     この点、本件条例は、個人に関する情報であって、特定の個人を識別する15 

ことができないものであったとしても、公にすることによって個人の権利利

益を害するおそれがあるものについては、そのような事情があることをもっ

て、公開の対象外としている。そして、個人に関する情報の中には、社会通

念上、個人の人格に密接に関わる情報にして、当該個人以外の者が知らない

ことが通常であって、厳にその秘匿性が守られるべきものが存在し、何らか20 

の経緯によって行政庁である実施機関がその情報を知り、保有するに至った

としても、その内容を第三者に公開することが適切でないというべきものが

あることは容易に理解できるから、上記のような除外規定が定められている

ことも、立法政策上合理的なものといえる。 

     その上で、本件生活歴等情報のうち、手術対象者の出生の経緯や異性関係25 

に関する情報（以下、これらの情報を「出生及び異性関係情報」という。）に
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ついては、不特定多数の第三者に対してはもとより、たとえ家族間、親子間

であったとしても、その者の意思に反して伝えられることが適切でない内容

が含まれることのある情報であり、社会通念上、個人の人格に密接に関わり、

当該個人以外の者が知らないことが通常で、厳にその秘匿性が守られるべき

ものといえる。また、何らかの行政手続上の必要性によって、かかる情報を5 

行政庁に明らかにした個人において、その情報は、第三者に対して公開され

る場合があるとは通常想定されていないものであって、たとえ個人の特定が

容易にできない前提があったとしても、その情報が第三者に対して公開され

る可能性があるとなれば、当該個人の心情の静謐が害され、精神的苦痛を生

じさせるおそれがあるといえる。したがって、本件生活歴等情報のうち、出10 

生及び異性関係情報については、利益侵害情報に該当するというべきである。 

     他方、その余の本件生活歴等情報についてであるが、確かに、これらの情

報の中には、当該個人の知能の程度や非行歴、治療経過といった、通常、プ

ライバシーに属する情報として、第三者に公開することが適切でないと理解

されている情報が数多く含まれている。しかし、これらの情報は、当該個人15 

のプライバシーに属する情報ではあるものの、その情報の性質上、必然的に

当該個人以外の一定の範囲の家族ないし関係者も知っている情報であるし、

学歴や病歴のように、一定の必要性に基づき、当該情報が関係者や関係機関

相互に共有される場合があることは公知の事実でもある。また、本件におい

て問題とされている情報が約５０年前のものであることや、手術対象者の住20 

所や氏名が明らかにされず、先に認定説示したように、当該個人の識別がで

きないという前提があることといった事情を考慮すると、これらの情報が公

開されることによって、当該個人に係る法的に保護されるべき権利や利益が

侵害されるおそれがあるとまで認めるに足りる証拠はない。 

     したがって、本件生活歴等情報のうち、出生及び異性関係情報については、25 

利益侵害情報に当たるが、その余の情報は、利益侵害情報に当たらないとい
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うべきである。 

     これに対し、被告は、前記のとおり、出生及び異性関係情報を除いた本件

生活歴等情報についても、当該個人の人格に結びついている情報やプライバ

シーに属する情報であるとして、利益侵害情報に当たる旨主張する。しかし、

これらの情報が、上記のとおり、相対的に秘匿性が高いとまでいえないこと5 

に加え、本件条例が、利益侵害情報に当たる場合の要件として、これらの情

報の公開によって、当該個人の権利利益が害されるおそれがあると認定でき

ることまで求めていることを踏まえると、上記のとおり判断するのが適当で

あるといえるから、その主張を採用することはできない。 

     他方、原告は、出生及び異性関係情報を含めた本件生活歴等情報の公開を10 

求めている。しかし、上記のように、そもそも当該情報の秘匿性がとても高

く、行政庁である実施機関がその情報を保有していること自体が例外的とい

うべき状態であり、他者の判断でその公開がされ得るとなること自体が当該

個人に苦痛を与えかねないものであることや、当該情報が約５０年前のもの

であるとはいえ、今も関係者が健在である可能性が十分にあることからする15 

と、たとえ個人の識別が容易にできないものにして、他の自治体において公

開をした実例があったとしても、当該情報について、他の本件生活歴等情報

と同一に扱うことはできないというべきであるから、その主張を採用するこ

とはできない。 

   エ 原告は、本件生活歴等情報に個人識別情報や利益侵害情報に当たるという20 

べきものがあるとしても、生命等保護情報として公開されるべきである旨主

張する。 

     しかし、本件条例が、生命等保護情報について、個人識別情報や利益侵害

情報であっても公開すると定めたのは、開示請求権が何人にも与えられてい

ること(本件条例４条)を前提に、その情報自体が、人の生命、健康、生活ま25 

たは財産を保護するという公益目的から開示に高度の必要性があるもので、
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たとえ開示によってその個人の利益が侵害されてもやむを得ないといえる

ような場合があると解されるためであるが、本件において、手術対象者の出

生及び異性関係情報を公開しなければこれらの公益の保護が図れないとい

った事情があると具体的に認めることはできない。 

     したがって、原告の上記主張は採用することができない。 5 

   オ 以上のとおり、本件生活歴等情報については、出生及び異性関係情報につ

いては、利益侵害情報として非公開とするべき理由があるが、その余の情報

について非公開事由があると認めることはできない。なお、仮に、このよう

な判断の下で公開されることになる本件生活歴等情報中に、集落名や関係者

名などの固有名詞が含まれている場合の当該固有名詞は、個人識別情報とし10 

て開示されるべきではない。 

  ⑶ 本件遺伝情報について 

    本件公文書に記載されている情報のうち、親族に精神疾患にり患した者がい

ることやその親族の状況等といった本件遺伝情報については、出生及び異性関

係情報と同様に、不特定多数の第三者に対してはもとより、親族間であったと15 

しても、その者の意思に反して伝えられることが適切でない内容が含まれるこ

とのある情報であり、社会通念上、個人の人格に密接に関わり、厳にその秘匿

性が守られるべき情報であるといえる。そして、かかる情報を行政庁に提供し

た個人において、その情報が、第三者に対して公開される場合があるとは通常

想定しておらず、その公開の可能性があるとなれば、当該個人の心情の静謐が20 

害され、精神的苦痛を生じさせるおそれがあることや、当該情報が約５０年前

のものであるとはいえ、今も関係者が健在である可能性が十分にあることは、

上記⑵ウで説示したのと同様である。 

    したがって、本件遺伝情報は、利益侵害情報に当たるというべきである。 

    また、上記⑵エと同様に、本件遺伝情報についても、生命等保護情報として25 

公開されるべき情報と認めることはできない。 
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  ⑷ 本件意向聴取情報について 

    本件公文書に記載されている情報のうち本件意向聴取情報は、その意向を述

べた親族等において、手術対象者が子を産み、育てることについてどう考え、

さらに手術対象者に優生手術を受けさせることについてどのように考えるか

といった、当該親族等の心情の機微に触れる内容に関するものであるところ、5 

このような内容の情報についても、出生及び異性関係情報と同様に、不特定多

数の第三者に対してはもとより、親族間であったとしても、その者の意思に反

して伝えられることが適切でない内容が含まれることのある情報であり、社会

通念上、個人の人格に密接に関わり、厳にその秘匿性が守られるべき情報であ

るといえる。そして、かかる情報を行政庁に提供した個人において、その情報10 

が、第三者に対して公開される場合があるとは通常想定しておらず、その公開

の可能性があるとなれば、当該個人の心情の静謐が害され、精神的苦痛を生じ

させるおそれがあることや、当該情報が約５０年前のものであるとはいえ、今

も関係者が健在である可能性が十分にあることは、上記⑵ウで説示したのと同

様である。 15 

    したがって、本件意向聴取情報は、利益侵害情報に当たるというべきである

し、本件意向聴取情報が、生命等保護情報に当たらないことは、上記⑵エ及び

⑶と同様である。 

  ⑸ 本件手続関係情報について 

ア まず、本件手続関係情報には、医師個人の氏名が記載されている部分があ20 

るところ、これらの氏名が、個人識別情報に該当することは明らかである。 

原告は、当該医師らは、当時における公益的な立場から優生手術に携わっ

たのであるし、適正手続の保障を図る観点からすれば、公開慣行情報に当た

る旨主張する。しかし、優生手術の手続に携わった医師の氏名を明らかにす

るよう定めた法令等があった事実や、その氏名を明らかにする慣行があった25 

事実を認めるに足りる証拠はない。そして、本件条例が、個人識別情報に該当
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するか否かを判断する上で、たとえその個人が公務員等であり、その職務の

遂行に係る情報である場合であっても、当該公務員等である個人の氏名を除

き、職及び職務遂行の内容に係る部分に限って公開すると定めていること（本

件条例６条１号ウ）からすると、当該医師が、旧優生保護法に基づく職務とし

て優生手術の手続に携わったという点を捉えて、上記の各要件を充たしてい5 

ると認めることもできない。なお、旧優生保護法の施行に伴って行われた優

生手術の実施が、手術対象者に対する重大な人権侵害に当たる行為であり、

違法な公権力の行使であったとしても、優生手術の手続に携わった医師らは、

旧優生保護法に基づく公法上の職務として関与をしたものであって、当該医

師らが、個人として、その関与について手術対象者に対する責任を負うべき10 

ことにはならないことからすると、当該医師の氏名が、損害賠償請求権行使

のために必要であるといった観点での生命等保護情報として公開されるべき

ものということもできない。 

したがって、本件手続関係情報中、診断や申請をした医師個人の氏名につ

いては、個人識別情報に該当し、非公開事由があるというべきである。 15 

イ 次いで、本件手続関係情報には、優生手術の手続に関与した医療機関名が

記載されている部分があるところ、被告は、その名称は、法人利益侵害情報

として公開することができない旨主張する。 

しかし、本件条例６条２号アは、法人利益侵害情報として非公開にし得る

場合を、公開によって、当該法人等の「権利、競争上の地位その他正当な利益20 

を害するおそれ」があると認定できるような場合に限っている。本件公文書

の公開によって、当該医療機関が優生手術の手続に関与した事実が明らかに

なるとしても、それは昭和４３年から昭和５２年という約５０年以上過去の

出来事であることや、当該医療機関は、旧優生保護法に基づく公法上の職務

として関与をしたにすぎないことからすると、仮に、当該医療機関名が現在25 

明らかになったとしても、そのことから直ちに当該医療機関の名誉や信用と
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いった権利が侵害されたり、他の医療機関との競争上の地位その他正当な利

益が侵害されたりするおそれがあるとまでいえない。そして、他に上記のお

それがあると認めるに足りる証拠もない。 

また、本件条例６条６号オは、法人利益侵害情報として非公開にし得る場

合を、公開によって、当該法人等の「事務または事業の適正な遂行に支障を及5 

ぼすおそれ」があると認定できるような場合に限っているところ、本件条例

６条２号アについて説示したのと同様の理由から、本件において、そのおそ

れがあると認めることはできない。 

したがって、本件手続関係情報中、医療機関名については、法人利益侵害情

報に該当せず、非公開事由がないというべきである。 10 

ところで、被告は、医療機関名を公開すると、非公開事由があるというべき

医師個人の氏名が識別されてしまうことになる旨の主張をする。 

しかし、公開によって明らかになるのが約５０年以上過去の出来事であっ

て、その後、所属する医師に変化が生じている場合があろうことや、特定の医

療機関であっても、兼務その他で複数の医師が診療に携わっている例が少な15 

くないことからすると、被告の主張は、抽象的な可能性を指摘するに止まる

ものというべきであって、医療機関名の公開をもって医師個人の氏名が直ち

に識別されるとまで認めることはできない。したがって、被告の上記主張を

採用することはできない。 

ウ その上で、本件手続関係情報に含まれる本件手術情報については、本件生20 

活歴等情報における治療経過に関する情報と同様に、本件において当該個人

の識別ができないという前提がある事情を考慮すると、利益侵害情報に当た

るとまで認めることはできない。 

⑹ 小括 

よって、争点１については、本件生活歴等情報のうち職業及び就労の状況に25 

関する情報の部分、出生及び異性関係情報の部分、本件遺伝情報に関する部分、
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本件意向聴取情報に関する部分、並びに、本件手続関係情報のうち医師個人の

氏名の部分について非公開事由があると認められるが、その余の部分について

非公開事由があると認めることはできない。 

２ 争点２（審査請求手続に手続上の違法があったか）について 

原告は、本件審査請求手続において、審査庁ないし審理員が、行政不服審査法5 

３１条に定める口頭意見陳述の申立てができる旨を原告に通知しなかった違法が

ある旨主張する。 

しかし、同法が、口頭意見陳述は、審査請求人等から申立てがあった場合に実

施すると定めているにすぎず、その申立ての教示を審査庁や審理員に義務付けた

規定が何ら存在しないことからすると、審査請求手続上、原告が主張するような10 

通知の教示義務が審査庁等にあったと解することはできない。 

   したがって、原告の上記主張を採用することはできない。 

 ３ 争点３（本件裁決に手続上の違法があったか）について 

⑴ 原告は、処分行政庁が、審議会がした公開を相当とする答申に反する本件裁

決をしたことが違法である旨主張する。 15 

しかし、本件条例は、実施機関に対し、審議会がした答申を尊重するよう求

めているものの、当該答申と異なる裁決をしてはならないと義務付けているも

のではないのであるから、本件裁決が、本件答申に反していることをもって違

法があると認めることはできない。 

⑵ 原告は、処分行政庁が、審議会が答申をした後、本件裁決までに約６か月を20 

要したことが違法である旨主張する。 

しかし、本件条例は、実施機関に対し、答申を受けた後、速やかに裁決をす

るよう求めているものの、具体的な期限を定めているのではないし、そもそも

本件では、前提事実⑹のとおり、多数の文書と情報を内容とする本件公文書が

公開の対象となっていて、かつ、争点１で認定説示したとおり、審議会がした25 

答申と一部異なる判断をすることに合理性があったのであるから、上記の期間
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を要したという点を捉えて違法があると認めることはできない。 

⑶ 原告は、本件裁決には、「申請を促す文書」を非公開とした理由が示されてい

ない違法がある旨主張する。 

しかし、当該「申請を促す文書」（別紙２ｐ１１８～１２７）においては医療

機関名が非公開とされているところ、本件答申における判断と異なり、医療機5 

関の具体的な名称を公開しないことにした理由は、当該文書に係る判断を記し

た裁決書（甲２２）に記載されているし、その記載は、当該非公開の判断の内

容が具体的に了知できるものと認められるから、原告が主張する違法があった

と認めることはできない 

４ まとめ 10 

以上によれば、処分行政庁がした原決定は、争点１に係る前記１⑹で判示した

とおり、本件公文書について、本件生活歴等情報のうち職業及び就労の状況に関

する情報の部分、出生及び異性関係情報の部分、本件遺伝情報に関する部分、本

件意向聴取情報に関する部分、並びに、本件手続関係情報のうち医師個人の氏名

の部分を除く情報について非公開とした点において、本件条例に反した違法があ15 

ると認められるが、原決定のその余の点と、本件裁決に違法があったと認めるこ

とはできない。 

その上で、本件請求に係る部分に記載された情報に即したあてはめをすると、

具体的に公開されるべき部分は、別紙３及び４の判断欄記載のとおりとなる。 

５ 結論 20 

よって、原決定の取消しの訴えを、別紙３及び４の判断欄において公開する旨

特定した情報に係る取消しを求める限度で認容して、その余の部分をいずれも棄

却し、公開決定の義務付けの訴えを、取消しの訴えに係る上記の認容部分の限度

で認容して、その余の部分をいずれも却下し、本件裁決の取消しの訴えは、理由

がないからいずれも棄却することとし、訴訟費用の負担につき、行政事件訴訟法25 

７条、民事訴訟法６４条本文、同法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 
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